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シリーズ 『なるほど公共事業』 （平成３０年度版） 

 
【道路・交通安全】 

①高速道路ネットワークの整備による県内産業・観光の活性化 

－東関道と圏央道の整備状況と整備効果－ 

②災害時における安心・安全の確保と県北地域の活性化・観光振興 

－国道349号那珂常陸太田拡幅(4車線化)【幸久大橋】H30.8.23 供用開始－ 

③バイパスの開通により安全で円滑な交通を確保 

－主要地方道筑西つくば線バイパス整備－ 

④日本一のサイクリング王国を目指して！自転車利用環境の向上 

－いばらき自転車ネットワーク計画－ 

⑤児童を守る！継続的な通学路の交通安全の取組み 

－通学路交通安全プログラムによる交通安全対策－ 

 

【河川・港湾】 

⑥流域の安全と地域振興に寄与するダムの貯水機能 

－竜神ダムの洪水調節とダム湖の利用－ 

⑦より便利に，より速く，より環境にやさしい港湾づくり 

－茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区の整備－ 

 

【まちづくり・建築】 

⑧拠点施設の整備等により中心市街地のにぎわいを再生 

－砂沼周辺地区都市再生整備計画事業（下妻市）－ 

⑨ＩｏＴ導入促進・食品産業支援等による中小企業の競争力強化 

－産業技術イノベーションセンターＩｏＴ/食品棟－ 

⑩土地区画整理事業により街の魅力が向上し，人口が増加! 

－守谷市松並土地区画整理事業－ 

⑪下水道管きょ更生工法で腐食した管きょを延命化 

－安心・安全で住みよいまちづくりのために－ 

⑫市町村を支援し，空き家の利活用や除却を促進 

－空家等対策の取組み－ 

 

【建設産業・防災・災害対応】 

⑬建設コンサルタント業務等に係る働き方改革への取組み 

－納期の平準化，ウィークリースタンスの導入－ 

⑭公園内への防災施設の整備による災害に強いまちづくり 

－災害に備えた防災機能の強化－ 

⑮市町村との連携により木造住宅等の耐震化を促進 

－茨城県耐震改修促進計画の取組み－ 



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.１＞

高速道路ネットワークの整備による県内産業・観光の活性化
－東関道と圏央道の整備状況と整備効果－

高速道路の整備効果

○首都圏中央連絡自動車道 （圏央道）

＜機能・役割＞
○ 首都圏の道路交通の円滑化
○ 災害時の緊急輸送路・代替路の確保
○ 沿線の地域の活性化 など

＜ 整備状況＞
○ 県内区間全線供用済み（暫定２車線）
○ ４車線化事業中
（2022年度から順次，2024年度全線供用予定）

○東関東自動車道水戸線 （東関道）

＜機能・役割＞
○ 北関東方面との連携強化
○ 茨城空港，成田空港を結び他圏域との交流促進
○ 茨城港，鹿島港を結び輸送利便性の向上 など

＜整備状況＞
○ 2018年2月鉾田IC～茨城空港北IC間が開通
○ 残る潮来IC～鉾田IC間の開通に向け事業中

つくばJCT

鉾田IC（NEXCO東日本提供）

県内高速道路の整備が進み，アクセス性の向上により，外国人
観光客を対象とした周遊ツアーの増加に寄与しています！

首都圏をはじめとする他圏域とのアクセス性の向上により，
茨城県の企業立地の拡大に繋がっています！

今後の東関道の開通，圏央道の４車線化によりさらなる整備効果の拡大が期待！

茨城県の産業立地は全国トップクラス！ 海外から茨城県への注目が高まっている！

つくばJCT

鉾田IC

至茨城空港北IC

至谷田部IC

至つくば中央IC

至桜土浦IC

至つくば牛久IC

東関道・圏央道の整備により，茨城県の産業・観光がさらに盛り上がっています！

３年間で
約８倍に！

※出典：海外からの茨城県周遊ツアー催行状況について（茨城県）※出典：工場立地動向調査（経済産業省）

（ツアー数）

（ha）

高規格幹線道路整備状況図

（年度）



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ30） Ｎｏ.２＞

災害時における安心・安全の確保と県北地域の活性化・観光振興
－国道349号那珂常陸太田拡幅(4車線化)【幸久大橋】 H30.8.23 供用開始－

災害時における安心・安全の確保

県北地域の活性化・観光振興

４車線化による整備効果
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至 水戸市

整備後

主要交差点の渋滞解消
「下河合交差点」他主要交差点において，
渋滞長が0mに改善 （最大1,000m→0m）

災害に強いみちづくりを実現！
〇本路線の沿道には，防災拠点である常陸太田市役所や常陸
太田合同庁舎，多彩な防災設備を備える道の駅「ひたちおお
た」が立地しています。大規模災害時には，常陸太田市内は
もとより，久慈川を挟む近隣地域などからもこれらの拠点に
素早くアクセスすることが出来るため，緊急輸送道路として
重要な役割が期待されます。

◯公共交通機関の利便性の向上

時間に余裕を持てる
ようになったね！

那珂市の上菅谷駅と常陸太田市の特別支援学校を結ぶ路線バ
ス（約15km区間）は，幸久大橋を通過しています。これまで
幸久大橋を中心とした激しい渋滞により，最大で20分ほど遅
延してしまうこともありましたが，今回の4車線化で，ダイ
ヤ通りの運行に近づきました。

◯観光地へのアクセス性の向上

本路線の4車線化により，
那珂ICから観光地へスム
ーズに移動できるように
なりました。観光地への
アクセス性が向上したこ
ともあり，観光客も増加
しており，今後，観光振
興による地域の活性化が
期待されます。

じょうづるさん

（茨城交通株式会社ヒアリング結果）
西山荘

那珂IC

大子町

袋田の滝

竜神大吊橋

今回の供用により，
県北の代表的な観光地を

結ぶ，観光周遊ネットワークの
強化が図られました。また，
観光シーズンには那珂ICと
袋田の滝等を結ぶR118の
迂回路としての利用
も期待されます。 0

100,000

110,000

≪参考≫竜神大吊橋渡橋者数
(人)

(１０月～１２月)

約99,000人

約110,000人

120,000

Ｈ２９ Ｈ３０
(常陸太田市提供)

至 水戸市

整備前

常陸太田市

至 矢祭町

幸久大橋
L=1,166m

至 水戸市

那珂市

日立市

久慈川

常陸太田
工業団地

常陸太田
合同庁舎

はたそめ団地

真弓ヶ丘
ニュータウン

今回供用区間
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常陸太田市役所

道の駅
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東海村

：主要交差点

：供用済区間

：暫定２車線区間

：今回供用区間

：防災拠点

幸久大橋
L=1,166m Ｈ30.8.23供用

茨城港
日立港区



至 つくば市

バイパス整備後（全景）

事業箇所： 筑西市松原～中根（優先区間）

延 長： 3.9ｋｍ（うち今回開通2.2ｋｍ）

幅 員： 27／6.5ｍ（暫定２車線）

事 業 費 ： 約34億円

【事業概要】
◆県道筑西つくば線は，筑西市とつくば市を結ぶ重要な幹線
道路であるとともに，本バイパスは緊急輸送道路であるため
県では延長約7キロメートルのバイパスを計画し，整備を進
めてまいりました。
◆ この度，県道下妻真壁線から現道までの約2.2キロメート
ル区間が開通し，優先区間である約3.9キロメートルが供用と
なりました。

至 筑西市

＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.３＞

幅員が狭小

バイパスの開通により安全で円滑な交通を確保
－主要地方道筑西つくば線バイパス整備－

バイパス整備後（暫定２車線）

Ｈ30.3月に筑西市
宮後～中根までの
約2.2㎞が供用開始

歩道がない

至宮後地内

茨城県西部メディカルセンター
（H３０.１０開院）

【現道状況写真】 ・幅員が狭く，歩道もなく危険！

【課題】
◆現道の沿道は人家が連担し，現況幅員が狭く，歩道が整
備されていないことから，歩行者や通過車両の安全で円滑
な交通の確保が課題となっていました。

【整備効果】
◆優先区間の開通により，近隣の学校などに通う子供たち
の安全が確保されるとともに，つくば明野北部工業団地及
び，H30年10月に開院した茨城県西部メディカルセンターへ
のアクセス向上に寄与することから，地元・筑西市やつくば
市をはじめとした周辺地域の活性化に大きく貢献するものと
期待されます。



日本一のサイクリング王国を目指して！自転車利用環境の向上
－いばらき自転車ネットワーク計画－

本計画は,県民の通勤や通学での自転車利用の促進を図るとともに,サイクリストが県内観光地等を安全で
快適に周遊できるよう,利用者のニーズをふまえた市町村域を超える広域の自転車ネットワーク路線を選定
し,その整備形態を示した計画です。

整備方針

今後3年間で，主に自転車環境の充実，危険対策箇
所対策等を推進します

いばらき自転車ネットワーク計画とは

ネットワークを構成する路線について

広域のサイクリングを
対象としたネットワーク

広域の日常交通を
対象としたネットワーク

・市町村域を越え,周遊できるルート
・既存のサイクリングロード等も活用

・市町村域を越える通勤や通学での移動を対象
・市町村の自転車ネットワーク計画との整合も図る

基本方針

①地域資源を活用した広域のサイクルツーリズムへの対応 ②市町村を跨ぐ広域の日常生活への対応

③県民が楽しめる広域のサイクリングへの対応 ④自転車の事故や危険箇所への対応

つくば霞ヶ浦りんりんルート（仮） 奥久慈里山ヒルクライムルート（仮）大洗・ひたち海浜シーサイドルート(仮)

広域サイクリングを

対象とした

NWを構成する

モデルルート
※鬼怒・小貝リバーサイドルート（仮）に

ついては別途協議会で計画中です。

〈いばらき自転車ネットワーク〉

＜シリーズ なるほど公共事業 Ｎｏ．４＞



0 500100 200 300 400 m

小学校

中学校

大学

交通ビッグデータの活用による
危険箇所の見える化

児童を守る！継続的な通学路の交通安全の取組み
－通学路交通安全プログラムによる交通安全対策－

＜シリーズ なるほど公共事業 Ｎｏ．５＞

通学路交通安全プログラムとは

全国各地で登下校中の
児童が巻き込まれる事故が
相次いで発生！！

市町村が主体となって通学路交通安全プ
ログラムを策定し，合同点検の実施・対
策の検討，対策の実施，対策効果の把握，
その結果を踏まえた対策の改善・充実を
一連のサイクルとして継続して実施して
います。

緊急合同点検による
対策実施(H24～H29)

●歩道がなかったため通学児童などの歩行者が車道にはみ出して通行していましたが，
歩道整備により歩行者や自転車だけでなく，通過車両もより安全に通行できるように
なりました。

写真 ： 大洗友部線（鉾田市箕輪）

平成２４年度

平成２６年度～

全市町村で，通学路交通安全プログラムを策定済みです。
道路管理者は歩道の設置や道路のカラー舗装等の対策を行うことで通学路の安全を確保しています。
学校や市町村，警察，道路管理者が，それぞれ役割分担しながら，対策を進めていきます。

茨城県では

通学路交通安全
対策推進会議

・教育委員会
・学校
・PTA
・警察
・道路管理者
・自治会代表者 等

（各市町村ごとに設置）

通学路交通安全プログラムを策定し，
PDCAサイクルにより継続的な取り組みを実施

・通学路の合同点検の実施
・対策内容の検討

【ソフト対策】
・児童への安全指導
・立哨の強化 等
【ハード対策】
・歩道整備
・道路のカラー舗装 等

対策内容例

・対策の実施

・対策効果の把握・対策の改善・充実

Plan Do

CheckAction

PDCAサイクル

国及び県では，生活道路における交通安全対策として，「生活道路対策エリア」の登録を推進しており，
市町村が申請したエリアにおいて，交通ビッグデータや有識者の斡旋等の技術的支援を提供しています。
茨城県内では，平成31年2月末時点で111エリア（23市町村）が登録されています。

整備効果

●交通ビッグデータにより速度超過、急ブ
レーキ発生等の潜在的な危険箇所を特定

⇒効果的、効率的な対策の立案、実施が可能

参考：国土交通省HP

＜イメージ＞

●歩道がなかったため通学児童などの歩行
者が車道にはみ出して通行していましたが，
歩道整備により歩行者や自転車だけでなく，
通過車両もより安全に通行できるようにな
りました。

歩道整備



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.６＞

流域の安全と地域振興に寄与するダムの貯水機能
－竜神ダムの洪水調節とダム湖の利用－

和田地点

持方雨量観測局

山田川

竜神ダム

（一財） 常陸太田観光物産協会 提供

初心者でも安心
流れの穏やかなダム湖でのカヌー体験

新成人への登竜門!?
バンジージャンプ

・年間体験者1万人超えの日本最大級のバンジージャンプや
雄大な自然に触れながら竜神峡を楽しめるダム湖でのカヌ
ー体験などの観光イベントが開催されており，県内でも指折
りの観光スポットとなっています。

県内指折りの観光スポット！ コレクター心をくすぐるダムカード！

竜神ダムの洪水調節効果！

ダムカードはダムのＰＲを目的と
してダムを訪問した方へ配布し
ています。現在，全国で500以上

のダムで配布されています。

＜洪水調節とは＞

・大雨の時にダムに洪水の一
部を貯めて下流河川に流す
水の量を減らし，水害を防止，
軽減するものです。

イメージ図

・茨城県が管理する7ダム（竜神，水沼，小山，花貫，十王，藤井川，
飯田 ）全てでダムカードの配布を行っています。
・配布は平日のみ行っています。土日祝日にいらっしゃった方の
入手方法については県ＨＰを参照してください。

https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/mitodo/dam/damukaado001.html

ダムカードについて 茨城県

＜平成30年度実績＞
・前線の影響により，平成30
年4月24日から25日までに
累計54ｍｍの雨が降りまし
た。（大雨注意報発令）
・下流河川の水位を低下させ
るため，ダムに流れ込んだ
水量の約8割を貯め込み，
河川が氾濫するリスクを低
減させました。

竜神ダムでは，平成30年に

2278枚配布したよ!

竜神峡鯉のぼり祭り
平成29年5月2日撮影

＜竜神ダムとは＞
・竜神ダムは，一級河川久慈川水系
山田川支川竜神川の常陸太田市
の山間地に造られた多目的ダムで
す。洪水時，常陸太田市の水害を
防止，軽減する治水の役割と常陸
太田市や日立市の生活用水や工
業用水を確保する利水の役割をも
っています。また，ダム湖や竜神
大吊橋を利用したイベントが開催
されており，多くの観光客で賑う観
光スポットになっています。

２５ｍプール

約３６２杯分!



＜シリーズ なるほど公共事業（Ｈ３０） Ｎｏ.７＞

○SUBARUが北米向け完成自動車輸出を開始 （H28.11～）
群馬県太田市の工場で生産された完成自動車を，常陸那珂

港区中央ふ頭水深12m岸壁から輸出。
（月間1万～2万台輸出）

鹿島港

真岡市

・慢性的な交通渋滞

・港でのゲート待ち時間が発生

東京港

茨城県

※ 茨城県港湾課調べ

・交通渋滞ゼロ

・港でのゲート待ち時間が少ない
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CO2排出量

群馬県太田市から港（東京港・常陸那珂港区）までの比較例
※いずれも高速道路を積極的に利用した場合の輸送1回あたり比較
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120120

約40%
削減

約20%
削減

常陸那珂港区の利用により2往復以上可能！

栃木県

東京港
（大井埠頭）

東京港
（大井埠頭）

（分） （kg-CO2）

常陸那珂港区 常陸那珂港区

茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区
水深12m岸壁の整備（H28.4供用開始）

高速道路と直結する茨城港常陸那珂港区

常陸那珂港IC

北ふ頭

中央ふ頭
南ふ頭

東京港
（大井埠頭）

（ｋｍ）

茨城港
常陸那珂港区

北関東自動車道

○SUBARUが北米向け完成自動車輸出を開始 （H28.11～）
群馬県太田市の工場で生産された完成自動車を，常陸那珂港

区中央ふ頭水深12m岸壁から輸出。
（月間1万～2万台輸出）

常陸那珂港区

より便利に，より速く，より環境にやさしい港湾づくり
－茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区の整備－

群馬県

高速道路と直結している茨城港常陸那珂港区を利用し，東京港エリアの交通渋滞を
避けることで，物流の効率化の実現と地球環境にやさしい物流が期待できます。

茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区水深12m岸壁

宇都宮市

茨城港
常陸那珂港区

矢板市

佐野市

前橋市

太田市

完成自動車の輸出状況

◆群馬県太田市からの完成自動車輸出（ＳＵＢＡＲＵ）



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.８＞

拠点施設の整備等により中心市街地のにぎわいを再生
－砂沼周辺地区 都市再生整備計画事業（下妻市）－

整備前

にぎわい広場
「Ｗａｉｗａｉドームしもつま」

整備後

空き店舗のリノベーション

砂沼を望むデッキ（サン・ＳＵＮさぬま）

観光交流センター さん歩の駅
「サン・ＳＵＮさぬま」

整備後

事業の効果

事業の概要

【市の課題】

・郊外への大規模商業施設移転等による

中心市街地の空洞化。

・空き地・空き家の増加。 など

コミュニティサイクル

◆市街地の空き地等を活用し， 拠点となる施設を整備。

◆砂沼や下妻駅など既存施設の回遊性が向上。

◆市民団体等と連携し，各種イベントを実施。

◆拠点施設（Waiwaiドーム，サン・SUNさぬま）の
利用者は，オープンから２年間で 約２５万人！

◆中心市街地の歩行者が，３５％増加！

プロ選手によるスポーツ教室
（Waiwaiドーム）

市民交流イベント（Waiwaiドーム）

整備前

歩行空間のカラー化

これらが評価され，

◆まち交大賞（国土交通大臣賞）を受賞！

◆国から地方再生のモデル都市に選定！

中心市街地のにぎわいが再生！！



IoTとは
Internet of Thingsの略。コンピューターなどの情報・通信
機器だけでなく，世の中に存在する様々な物体（モノ）に通
信機能を持たせ，インターネットに接続したり相互に通信す
ることで，情報収集・交換，分析などを可能にする仕組み。
例えば，工場の設備にセンサーや通信機器を付けることで，
設備の稼働状況の情報を把握・分析することが可能となり，
その結果，生産効率を高められることなどが考えられます。

企業の新製品・新技術開発及び人材育成を支援し，県内中小企業の競争力の強化を目指すために，産
業技術イノベーションセンター敷地内にＩｏＴ/食品棟を整備しました。

これにより，中小企業へのＩｏＴ導入促進，ロボット関連部品やセンサーなどの研究開発のほか，日
本酒や納豆，漬物などの発酵食品の開発などへの支援の強化が図られました。

＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.９＞

ＩｏＴ導入促進・食品産業支援等による中小企業の競争力強化
－産業技術イノベーションセンターＩｏＴ/食品棟－

所 在 地：茨城町長岡地内
整備期間：平成29年９月～平成30年３月
構 造：鉄骨造
階 数：２階建
延べ面積：1,650.33㎡

産業技術イノベーションセンターＩｏＴ/食品棟の概要

食品ＩｏＴ

ＩｏＴ／食品棟 南東側外観

IoT実証室

納豆試作，レトルト加工，煮詰め加工などの試験
や技術移転のための研修などを行います。

模擬スマート工場を用いて，IoTロボットを活用し
た作業の自動化や設備の稼働状況の見える化などにつ
いて実証実験や企業の実習研修を行います。

茨城県庁

Ｎ

IoTやロボット関連の新製品開発とその
導入促進への取組を支援。

食品開発のための加工から試験，分析，
輸出拡大までを支援。

国道６号

産業技術イノベーションセンター

茨城町東I.C

ＩｏＴ／食品棟

産業技術イノベーションセンター配置図

研修交流センター

生産技術棟

機械金属試験棟

管理棟

食品中間工業試験棟

清酒研究棟 食品棟北関東自動車道

県
道

（
幅

員
7

.7
m

）

研修風景

3Dものづくり実験工房 食品加工試作工場 味・香り分析室

食品試作室



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.１０＞

土地区画整理事業により街の魅力が向上し，人口が増加!
－守谷市松並土地区画整理事業－

地域や暮らしへの効果

●本地区は守谷駅に近接しているが，工場跡
地・樹林等であり未利用の状況

電線地中化により災害に強く，美しい景観を実現

守谷市の歴史的資産である，松並木を活かした松並木公園施行前の状況・事業目的

＜施行前の状況＞

●TX開業による都市化の影響を受け，増加
する人口の受け皿が必要

＜事業の目的＞

●一方，本地区は市道沿いに松並木や寺社林
が残る緑豊かな地区となっている

●守谷駅から近く交通利便性の高い当地区
に，質の高い複合市街地を形成

●松並木の保全と電線地中化により，景観
に配慮し，災害に強いまちづくりを推進

【事業概要】事業期間：平成23年度～平成28年度
面積：約41.8ha 計画人口：約5,000人

※松並，松並青葉一丁目～四丁目に相当する地区
人口は毎年1月の常住人口数を引用

当事業により良好な居住環境が創出
され，住宅等の立地が好調であり，人
口増加が続いている

・「シティブランド・ランキング -住みよ
い街2017-」（日経BP総研）で守谷市
は総合1位を獲得
※武蔵野市（東京都），大野城市（福岡県）と同率

・「住みよさランキング2018」（東洋経済
新報社）において市が総合評価4位に
ランクイン
・「活力ある都市ランキング」（日経ビジ
ネス）で市は全国8位に選出

街の魅力向上に貢献，各種調査にお
いて市は高評価を獲得！

各種調査の結果

＜位置図＞

H23比 2,700人増加

◀各家庭への太陽光発電の導入促進により環境へ配慮

土地区画整理事業とは・・・
道路，公園等の公共施設の整備・改善と，土地の区画を整
え宅地の利用の増進を図るまちづくりの手法のひとつです



〇茨城県が所有する下水道施設概要（平成30年3月末現在）

・下 水 処 理 場： ８箇所(7流域下水道＋1特定公共下水道)

・ ポ ン プ 場 ：２８箇所(マンホールポンプを除く)

・下水道管きょ ： 約 ３６０ ｋｍ

・処 理 人 口 ：１，０３４，２５６人

・処 理 水 量 ： ４２１，７５４m3（晴天日・日平均）

(25mプール約 720 杯分)  

＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.１１＞

下水道管きょ更生工法で腐食した管きょを延命化
－ 安心・安全で住みよいまちづくりのために －

補強材巻きつけ作業 補強完了

下水道管きょ更生工法施工状況

下水道管きょ更生工法について

道路陥没

管きょ内部劣化状況

茨城県の下水道

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

茨城県が管理する下水道

○管きょの多くは道路に埋設さて
おり，管きょの破損は道路陥没
を引き起こす可能性があります。

下水道管きょの課題

○下水道管きょは下水から発生する硫化水素により内壁
が腐食して破損する恐れがあります。

○道路陥没は交通事故の発生
や交通機能の麻痺を引き起こ
す可能性があるため，陥没を未
然に防ぐ対策が必要です。

○道路陥没を防ぐためには管きょ
の更新や補強など，現場状況に
応じた早急かつ適切な対策方法
の検討が必要です。

補強材巻きつけ

約２０年

約５０年

管きょ寿命
・補強材により新設と同等の強度に回復

○管きょ内壁を補強することで管きょの寿命を延ばす工法

・樹脂製の補強材により耐腐食性向上

・掘削工事が不要のため全面通行止めせ
ずに施工可能

・下水を流したまま施工が可能

硫
化
水
素
に
よ
る
内
壁
の
腐
食

補
強
材
に
よ
る
管
更
生

マンホール

下水道管きょ

補強材



〇「空家等対策計画※２作成の手引き」や「協議会※３設置要
項の標準例」などを作成し,情報提供。市町村の空き家対策

を総合的かつ計画的に促進。

で

【県の取り組み】
〇平成27年４月に「茨城県空家等対策連絡調整会議」を設置
し，庁内６部局11課が連携して市町村を支援。
〇全市町村による「市町村空家等対策連絡調整会議」や空家

等対策に積極的な市町村による「専門部会」を設置。

＜シリーズ なるほど公共事業 Ｎｏ.１２＞

市町村を支援し，空き家の利活用や除却を促進
－空家等対策の取組み－

～計画及び協議会の整備が高水準で進展～

【現状】
〇平成25年の住宅・土地統計調査では，空き家※１は全国に約
820万戸，空き家率は13.5％で過去最高。
〇県内の空き家は，約18.4万戸，空き家率は14.6％で，全国の
空き家率を上回る状況。

【利活用事例】

国交省交付金「空き家再生等推進事業」活用事例

※２ 空家等対策計画：市町村が空家等に関する対策を総合的かつ計
画的に実施するために定める計画。

※３ 協議会：市町村が，空家等対策計画の作成や危険となる空家等
に対する措置等に関する協議を行うため，市町村長のほか，地域
住民や，法務・建築等に関する学識経験者等で構成。

〇建築家伊東豊雄氏が設計し,日本建築家協会
新人賞を受賞した陶芸家のアトリエ兼居宅。
〇空き家となっていた建物と土地を市が寄贈を
受け,空き家再生のモデルとして改修工事を実
施し,ギャラリーや工房として活用。

〇中心市街地の空き家となっていた研究施設を
子育て,生涯学習活動,青少年活動等の支援機
能を合わせた複合施設として市が改修し,様々

な世代が集い交流する施設として活用。

国交省補助金「空き家対策総合支援事業」活用事例

【除却事例】

〇柱等の傾斜が著しく,外壁の一部が剥落するなど,倒壊等の
危険のある空家等を市が行政代執行※４により解体。

〇屋根が抜け落ちているなど危険な状態の所有者不明空き家
を市が略式代執行※５により解体。

※４ 行政代執行：そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険
となるおそれのある状態にある空家等に対し，所有者等が指
導,勧告を経て命令にも応じない場合に市が行う強制執行。

※５ 略式代執行：所有者等の氏名や所在が不明である場合など，
必要な措置を命ぜられるべき者を確知等できない場合に市が行
う強制執行。

※１ 空き家：住宅・土地統計調査では，
別荘などの「二次的住宅」や賃貸の
ために空き家になっているアパート
などの「賃貸用の住宅」，売却のた
めに空き家になっている中古住宅や
建売住宅などの「売却用の住宅」も
空き家に含む。 茨城県空き家の構成別内訳

出典：平成25年住宅・土地統計調査

出典：平成25年住宅・土地統計調査

（％） （戸）

（笠間市）

（ひたちなか市）

（笠間市） （石岡市）

（8,500戸）

笠間の家 検索WEBアクセスは



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ３０） Ｎｏ.１３＞

建設コンサルタント業務等に係る働き方改革への取組み
－納期の平準化，ウィークリースタンスの導入－

「建設コンサルタント業務」等とは，道路・河川等の公共事業の工事発注に必要な資料を作成する為の測量や設計等の業務。
受注者である建設コンサルタントや測量会社は，業務完了後，県（発注者）にその成果である資料を納品する。

・土曜日出勤が少なくなった。
・工期の繰越等の柔軟な対応で，適正な作業時間が確保ができた。
・突発的で短時間での資料作成依頼が少なくなった。

受注者の声

３月（年度末）に納品時期（納期）が集中 働き方改革による労働基準法改正
（罰則付残業時間上限規制 平成３１年４月～）

納期の平準化
（３月を履行期限としないよう早期発注）

ウィークリースタンスの導入

就業環境改善生産性向上

＜ウィークリースタンスとは？＞
受発注者で１週間のルール（スタンス）を目標と定め，
計画的に業務を履行することで，設計業務等の品質確保
に繋げると共に，ワーク・ライフ・バランスの推進など，担
い手の育成・確保を目的とする取り組み。

＜主な内容＞
・原則業務時間外の打合せをしない。
・依頼の期限日は時間的余裕をとる。
・休日明けを依頼の期限日にしない。
・週末やノー残業デーの時間外勤務を抑制する。

＜設定例＞

月曜日
マンデー・ノーピリオド
・月曜日（休日明け）を依頼の期限日としない。

火曜日 ・依頼の期限日は十分な時間的余裕を設定する。

水曜日
ウェンズデー・ホーム
・ノー残業デーは業務時間外に連絡をしない。
・ノー残業デーは午後３時以降の業務依頼をしない。

木曜日 ・依頼の期限日は十分な時間的余裕を設定する。

金曜日 フライデー・ノーリクエスト
・金曜日に新たな作業依頼をしない。

土曜日
日曜日 休日

受
注
者

発
注
者

受発注者共に計画的に業務を進めることを意識する。

作業依頼

資料提出

＜イメージ＞納期状況（年間）

納
期
件
数

【１年目】 【２年目】

年度末に集中する納期を平準化させることで，
・限られた人材の効率的活用，生産性の向上
・検討，照査時間が確保され品質確保・向上
となる。

「業務集中による品質低下」，
「繁忙期も閑散期も同じ人員で
業務を行うことによる非効率化」と
ならないように！

平常時から働き方の意識改革が
必要！

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 4月 5月

ワーク・ライフ・
バランスの推進

早期発注
による納期
の前倒し

発注時との設計条件
の相違による適切な
工期変更
（繰越手続）



＜シリーズ なるほど公共事業 （Ｈ30）Ｎｏ. １４＞

公園内への防災施設の整備による災害に強いまちづくり
－災害に備えた防災機能の強化－

防 災 施 設 の P R 状 況

東日本大震災直後の防災機能としての利用状況

防 災 施 設 の 整 備 事 例

●都市公園は，県民の賑わいあるスポーツ・レクリエーション空間や地域の観光拠点として利
用されているほか，地震や豪雨災害が発生した時の避難地や地域の防災活動の拠点としての役
割を持っているため，災害に備えた防災施設の整備やその施設のＰＲ活動を行っています。

○避難地として必要となる防災施設の一例

耐震性貯水槽
断水時，避難者へ飲料水等を

供給するための貯水施設

防災ヘリポート
救助・救援活動の拠点として防災ヘリが離着陸できるよ

うエリアを整備・指定
発電設備
電気供給が途絶えた際、一定期間安定して電気を発電

供給できる設備
非常用照明灯
ソーラー照明灯等に蓄電池を内蔵しており，停電時も利

用可能な照明灯
防災パーゴラ
災害時にはテントとして，炊事

場や救護所として利用

かまどベンチ

災害時かまどとして利用可能なベンチ施設

太陽光パネル改修を実施
（洞峰公園：H30完了）

東日本大震災（霞ヶ浦総合公園）

避難者受入活動の状況

東日本大震災（洞峰公園）
一時的避難生活の状況
避難者数：延べ10,398人

管理棟内への防災施設の整備
（北茨城市磯原地区公園：H30供用）

蓄電池により災害時も
夜間の照明機能を確保蓄電池

通常時：備品倉庫
災害時：非常用トイレとして利用可能

耐震性貯水槽の使用方法の実演を実施
（偕楽園公園：都市緑化ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ）

一般利用者へ向け防災施設の
表示看板を設置
（県西総合公園）

市の広報紙掲載による
住民への周知を実施

○広域避難地・地域防災拠点施設に指定・整備
を進めている県内都市公園

広 域 避 難 地 ：災害時一時的に身体・生命の危険を
避けるために避難する広域的な避難地

地域防災拠点施設：災害時における支援物資の輸送・集積
・配分拠点としての活動拠点や災害応
急対策活動を確保する場所

15

14

16

市営公園

15
14

16

池の川総合公園(日立市）

磯原地区公園(北茨城市）

牛久運動公園(牛久市）

東町運動公園(水戸市）7



◆耐震改修補助制度の支援

県は平成28年度から
市町村が行う木造住宅
耐震改修補助事業の支
援を行っています。現在，
31市村で補助事業を実
施しています。今後も市
町村と連携して，県内全
域での補助制度創設を
目標に体制を整えてま
いります。

＜シリーズ なるほど公共事業（Ｈ３０） Ｎｏ.１５＞

市町村との連携により木造住宅等の耐震化を促進
－茨城県耐震改修促進計画の取組み－

耐震化の促進

耐震診断補助制度の整備

茨城県木造住宅耐震診断士の養成

◆茨城県木造住宅耐震診断士とは…

●茨城県木造住宅耐震診断士が活躍しています！

耐震診断補助事業実施市町村

◆木造住宅の耐震診断4,781戸達成！
県は平成17年度から市町村が行う耐震診断補助事業

の支援を行っています。

建築物の耐震性能は耐震診断により評価します。県は
診断の実施に必要な知識や技術力を養成するため講習
会を実施し，当講習会を修了した建築士等を茨城県木造
住宅耐震診断士として認定しています。

耐震診断補助実績累計（単位：戸）

茨城県耐震改修促進計画について

県は建築物の耐震化を促進するための取組方針等を定めた茨城県耐震改修促進計画を平成19年3月に作成しました。
この計画に基づき，市町村と連携して木造住宅等の耐震化を促進する施策を行っています。

◆耐震化の目標

・2021年3月末までに住宅の耐震化率を95%以上とする！

◆耐震化への意識の向上

耐震診断により耐震性がないと判定された建築物は，
地震などの力に対して十分に抵抗できないおそれがあり
ます。 耐震性を確保するためには耐震改修等を行う必
要があります。県はパンフレットを作成し， 耐震化の必
要性や耐震改修について周知を行っています。

耐震改修補助事業実施市町村

◆ 計画の目的
・大規模地震による被害を軽減
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これまでに4,781戸の
耐震診断を実施！

県の支援により新たに11
市町村が補助制度創設！

耐震診断の様子
茨城県木造住宅耐震診断士認定

の推移（単位：人）
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耐震改修の様子

・改修中・改修前 ・改修後

壁の増設！
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37市町村で補助事業
を実施！

県では目標達成に向けて，市町村の耐震診断・改修の補助制度創設へのバックアップを行っています！

県，市町村の
ホームページ
や窓口でご覧
になれます！


